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2024年 11月 12日 

各 位 

会 社 名 福山通運株式会社 

代表者名 代表取締役  社長執行役員  小丸 成洋 

（コード：9075 東証プライム市場） 

問合せ先 執行役員 経理・財務統括部長 佐藤 義宏 

（TEL．084－924－2000） 

 

 

業績予想の修正並びに剰余金の配当（中間配当）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、最近の業績の動向等を踏まえ、2024 年５月 15 日に公表しました 

2025 年３月期通期の業績予想の修正、2024 年９月 30 日を基準日とする剰余金の配当（中間配当） 

を下記のとおり決議いたしましたので、お知らせします。 

 

記 

 

1. 業績予想の修正について 

(1)修正の内容 

2025年３月期通期連結業績予想数値の修正（2024 年４月１日～2025 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 

１ 株 当 た り 

連結当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 301,300 12,000 13,500 11,300 279円 11銭 

今回修正予想（Ｂ） 300,700 6,700 9,100 8,000 198円 99銭 

増 減 額（Ｂ－Ａ） △600 △5,300 △4,400 △3,300  

増 減 率（ ％ ） △0.2 △44.2 △32.6 △29.2  

（参考）前期連結実績 

（ 2 0 2 4 年 3 月 期 ） 
287,563 10,448 12,973 7,834 193円 56銭 

 

(2)修正の理由 

 2025年３月期の連結業績につきましては、売上高については、主力のネットワーク事業の価格転嫁が想

定を下回っていること、貨物輸送量においても前年は上回っているものの、下期については物量の回復基調

も弱まり、当初計画を下回る見込みとなったことを踏まえ下方修正することといたしました。 

 また、営業利益、経常利益及び当期純利益においては、下期の売上高の下方修正に加え、輸送の維持・向

上のための外注費の増加が想定を上回る見込みとなり下方修正することといたしました。 

 

 

 

 

 

 



2 
 

 

 

 

 

2. 剰余金の配当（中間配当）及び期末配当予想 

(1)剰余金の配当（中間配当） 

 
決 定 額 

直近の配当予想 

（2024年５月 15日公表） 

前年同期実績 

(2024年３月期) 

基 準 日 2024年９月 30日 同 左 2023年９月 30日 

１株当たり配当金 
35円 00銭 

(普通配当 35円 00銭) 

35円 00銭 

(普通配当 35円 00銭) 

35円 00銭 

(普通配当 35円 00銭) 

配当金総額 1,414百万円 ― 1,421百万円 

効力発生日 2024年 12月３日 ― 2023年 12月４日 

配当原資 利益剰余金 ― 利益剰余金 

 

(2)期末配当予想 

 １株当たり配当金 

第２四半期末（中間） 期 末 合 計 

当 期 予 想 ― 35円 00銭 70円 00銭 

当 期 実 績 35円 00銭 ― ― 

前 期 実 績 

（2024年３月期） 
35円 00銭 

40円 00銭 

(記念配当 5円 00銭) 

75円 00銭 

(記念配当 5円 00銭) 

 

(3)理 由 

  当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと位置付けたうえで、当社グループを 

 取り巻く経営環境や将来の事業展開に備えた内部留保等を総合的に勘案し、長期安定的な配当の実施と企業 

 環境の変化に対応した機動的な自己株式の取得により、株主還元の充実に努めることを基本方針としており 

 ます。 

  この基本方針に基づき、当第２四半期（中間）の配当につきましては、今期の通期業績見通しは、当初の

計画に届かない状況となりましたが、第６次中期経営計画における配当方針等を総合的に勘案した結果、１

株につき普通配当 35 円にすることを決議いたしました。また、期末配当につきましては、直近の配当予想

の１株につき普通配当 35 円から変更はありません。これにより、2025 年３月期の年間配当金は、前期実績

から５円減配の１株当たり 70円となる予定です。 

 

 ※業績予想は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際 

  の業績等は様々な要因により異なる可能性があります。 

以 上 


